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議 案   第 １ 号 

令和５年８月２９日 

東大阪市都市計画審議会会長 様

東大阪市長 野 田 義 和 

東部大阪都市計画生産緑地地区の変更（東大阪市決定）について（付議）

 標記のことについて、都市計画法第２１条第２項において準用する同法第１９条第１

項の規定により、別紙のとおり付議します。
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理　　由

良好な都市環境の保全・確保に有効な機能を有する農地を新たに生産
緑地地区に指定するとともに、行為制限の解除により、計画的・永続的
に保全することが困難となったものを生産緑地地区から除外することに
ともなって、生産緑地地区の追加、廃止及び区域変更をおこなうもので
ある。
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1/32

(変更理由）
都市計画決定権者の判断による追加
（良好な都市環境の保全・確保に有効な機能を有するため）

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）後の
行為制限解除による地区の区域変更

(変更理由）
都市計画決定権者の判断による追加
（良好な都市環境の保全・確保に有効な機能を有するため）
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2/32

(変更理由）
都市計画決定権者の判断による区域変更
（良好な都市環境の保全・確保に有効な機能を有するため）
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3/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）後の
行為制限解除による地区の区域変更
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4/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡及び30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更

(追加理由）
下六万寺町2-B-1-24の一部廃止に伴う分割
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5/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止

6/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）後の
行為制限解除による地区の廃止

7/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止
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8/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）後の
行為制限解除による地区の廃止
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9/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）後の
行為制限解除による地区の廃止
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10/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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11/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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12/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）後の
行為制限解除による地区の廃止
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13/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更

(追加理由）
善根寺町4-A-4の一部廃止に伴う分割

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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14/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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15/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止
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16/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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17/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更

(追加理由）
稲田新町3-C-8の一部廃止に伴う分割
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18/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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19/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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20/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止
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21/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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22/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止
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23/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止

24/32
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の廃止

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更

25/32
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26/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡）
後の行為制限解除による地区の廃止
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更

27/32
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更

28/32
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29/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（30年経過）
後の行為制限解除による地区の区域変更
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30/32

(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者死亡及び30年経過）
後の行為制限解除による地区の廃止
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更

31/32
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(変更理由）
生産緑地法第10条に基づく買取申出（従事者故障）
後の行為制限解除による地区の区域変更

32/32
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議 案   第 ２ 号 

令和５年８月２９日 

東大阪市都市計画審議会会長 様

東大阪市長 野 田 義 和 

東大阪市特定生産緑地の指定について（諮問）

 標記のことについて、生産緑地法第１０条の２第３項の規定により、別紙のとおり諮

問します。
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　生産緑地法（昭和49年法律第68号）第10条の2第1項の規定に基づき、特定生産緑地を次のように指定する。

既に指定され
ている区域

指定後の区域
新たに指定す
る区域

日下町７-E-5 東大阪市日下町七丁目地内 約 0.26 ha 約 0.05 ha 約 0.07 ha 約 0.02 ha 4/24

西石切町２-A-2-10 東大阪市西石切町二丁目地内 約 0.10 ha - 約 0.10 ha 約 0.10 ha 8/24

中石切町３-C-2-10 東大阪市中石切町三丁目地内 約 0.17 ha - 約 0.13 ha 約 0.13 ha 8/24

元町２-D-1-4 東大阪市元町二丁目地内 約 0.77 ha 約 0.46 ha 約 0.59 ha 約 0.13 ha 3/24

稲葉２-J-16 東大阪市稲葉二丁目地内 約 0.38 ha - 約 0.05 ha 約 0.05 ha 12/24

稲葉３-I-16 東大阪市稲葉三丁目地内 約 0.33 ha - 約 0.24 ha 約 0.24 ha 12/24

若江東町４-D-2-23 東大阪市若江東町五丁目地内 約 0.56 ha 約 0.34 ha 約 0.47 ha 約 0.13 ha 17/24

中部区画整理地区Q-2-3 東大阪市加納二丁目地内 約 0.08 ha 約 0.08 ha 約 0.08 ha 約 0.00 ha 2/24

中部区画整理地区EE-3 東大阪市加納三丁目地内 約 0.17 ha - 約 0.05 ha 約 0.05 ha 2/24

南上小阪H-28 東大阪市南上小阪地内 約 0.22 ha - 約 0.22 ha 約 0.22 ha 21/24
合 計 10 地区 約 1.07 ha

特定生産緑地（東大阪市）の指定

名 称 位 置
図 面
番 号生産緑地

地　　区

面 積

特定生産緑地

　　　「位置及び区域は計画図表示のとおり」
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理　　由

生産緑地地区指定から３０年経過を迎える農地等において、良好な都
市環境の保全・確保に有効な機能を有し、今後も継続的に適切な営農が
見込まれる農地等について、特定生産緑地の指定をおこなうものであ
る。
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